
企　業　構　造　の　分　析
-経済成長を中心として-

山　　　田

1.まえがき

経済成長の問題を分析する場合,従来腫然と高度成長,

安定成長,均衡成長,最適成長ないし極大成長という言

葉が用いられてきた。このうち,高度成長,安定成長,

均衡成長は相互に異った概念であるが,ある条件のもと

に成立する均衡成長は安定成長であり,また同時に高度

成長でもあることが,証明を待つまでもなく・予想せら

れるところである。また均衡成長,最適成長ないし極大

成長は同義語として解釈して差し支えなかろう。

本稿の目的は,まず通常考えられる経済成長のうち均

衡成長(balanced growtlユ)を取り上げ,これがはたして

極大成長の条件を満足するかどうかを検討し,ついでこ

のような一般モデルを基礎として企業構造の分析に入る

こととする。もちろん本稿の主たる目的は後者の分析に

あり,前者はむしろ補論的であることを断っておく0

2.ドーマー・モデルと均衡成長モデル

均衡成長モデルといっても種々なものが考えられるが,

ここではド-マ- ・モデルを考え,その均衡条件を尋ね

てみることにしよう。

周知のごとく,ド-マ-・モデルはつぎの3つの式か

ら成り立つ。まず第1は,投資の乗数効果を示す

Y^I
s

(1)

である.ここにYは支出所得, Sは限界貯蓄性向・ Zは

投資をあらわす。つぎは投資の生産力効果を示すもので

あり

AO=aI　　　　　　　　　　　　　　2

であらわされる。 0は生産所得であり,したがって』0

はその増分である。 Oが産出係数であることはいうまで

ない。第3式は

AO=AY　　　　　　　　　　　(3)

すなわち,国民所得の供給の増分と需要の増分とが等し

いことをあらわす。均衡成長は(3)についていわれるも

のと考えられる。

そこで経済成長の期間を通してSとOとが一定である

とすれば. (1)式から

勇

AY=-AI
s

がえられ,この式と(2),(3)両式とから

AZ
-=Sa
∫

(4)

(5)

すなわち,投資の成長率Jl/Iがsqに等しいという関係

が尊びかれる。ところで

Ay=AO=aI

であるから,この関係と(1)式とから経済成長率AY/Yは

AY
-=so
y

となり,したがって. (5)式から

AY Al

y ∫

(6)

(7)、

がえられる。この式は均衡成長の内容を示したものであ

り,経済成長率と投資の成長率とがバランスするという

ことである。 (7)式が成立するような均衡成長の場合,

はたして極大成長を達成することができるかどうか。こ・

れをつぎの問題としよう。

3.一般モデル

っぎの分析はミ-ドの手法1)に基づいたものであるo

まず,生産要素として労働(L)と資本(C)とを考え,こ

れから生産物(Y)が生産されるものとする。その技術的

関係をつぎの生産関数であらわす。

Y-f(L, C)　　　　　　　( 8 )

さらにこの生産関数を特定化して, 1次同次とする。し

たがってこれにオイラーの定理を適用すれば,つぎの結

果をうる。

Y-富L+富　　　( 9 )
この式のなかのaf/∂Lは労働の限界生産力であり, Sf/

∂Cは資本の限界生産力である。また(8)式の全数分をと

れば

dY-霊dL+富dC　　(10)

1) J. E. Meade, A Neo-Classical Theory oj Eco花-

omic Growth(revised ed.) , London, 1962.
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となる。そこで. (9), (10)両式から経済成長率(α)を求

めれば

dY霊dL・雷dC

y霊IL・雷C
ll)

あるいは,労働の増加率をdL/L-α乙,資本の増加率を

dC/C-αCとすれば. (10)式はつぎのごとく変形せられる。

α-笠　(12)
この式は恒等式であって, L,C, dL,ACがいかなる値を

とっても成立する。この式からわかることは,経済成長

率は労働および資本の増加率を,それぞれ(3/7∂L)Lと

(3//∂C)Cとをウェイトとして加重算術平均したもので

あるということ,およびα乙-αCならば,αl-αe-αであ

るということである。

つぎに完全自由競争を仮定すれば,利潤極大の条件も

しくは費用極小の条件は

r豊--富　　　　(13)
であることはいうまでもない。ここにrは資本1単位あ

たりのコストであり,叫ま労働1単位あたりの賃金率で

ある。

(13)式の均衡条件を(12)式に代入すれば

Wαi+krαc

w -¥- kr
(14)

となる。上式のなかのkはC/L,すなわち資本装備率を

あらわす。この式もまた, αが, αlおよびαCを,それ

ぞれw,krをウェイトとして加重算術平均したものであ

ることを示している。叫ま労働1単位あたりの労働者の

所得, krは同じく労働1単位あたりの資本家の所得をあ

らわす。

以上は短期についての分析であるが,つぎにはさらに

長期についての分析を考える。長期においては技術進歩

が見られ,その結果資本装備率が変化する。このkの変

化に応じて　w,r,αl,α。がともに変化するものと考えるO

すなわちここでは, kが独立変数であって, w,r,αl,αc,

したがってαはkの従属変数とみなすのである。この

ような仮定のもとにαの極大条件を考えれば

-d竺=o
dk

が成立しなければならない(14)式についてこれを計算

すれば,つぎの結果がえられる。
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・αl-αC) (霊ゐγ一芸kw-rw ]

・{w+hr)[霊叫霊hr -0
この場合もし

α乙=αC

とすると

霊　dh
とならねばならない。ここでは

dwhr_旦hw-rwキO
dk dk

としても差し支えない。そこでαの極大条件は

霊<O
である。この値を求めると

A+B<0

15)

16,

17)

(17a)

(18)

ここに

A-　¥(w+hr)(豊W・慧kr)

12(霊一票)(霊kr-完kw-rw ] (18a)

B-芸蒜　　　霊W)

・ 2(霊W2 -霊kr2 + r2w)}　(18b)
である。

そこでもし(16)式が成立するものと仮定すれば, (18b)

式はB-0となる。したがってA<0とならねばならな

い。換言すれば,たとえα乙-αCであってもA<0なら

ば,成長率αの極大値は存在することがわかる。それで

はA<0は可能か。

ここで霊とdhとの符号を考えてみようo一般に資

本装備率の増大に伴って労働の増加率はマイナスとなり,

資本の増加率はプラスとなることが考えられる。したが

って

霊<O, die>0

豊<O,豊<o
また

(19)

(20)

は充分考えられるところである。また(17a)式の左辺を

変形すれば

rw(りW-り-1)　　　　　(16a)
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k dw

ここにでW-石高,りr-霊をあらわす。そこで

(18a)式を考えてみる。ワW>りr+1と仮定すれば(19),

(20)両式を考慮することによって, A<0は成立する。

この際(17)式から

霊W-一霊hr　　　(17a)
とならねばならないが. (19)式からこの式の成立は可能

である。

さてαが極大値をとるた糾こは,このモデルでは一般

的に(15)式が成立し,同時に(18)式が成立しなければな

らない。もしαl-αCならば(17)式が成立し,同時に

』<0でなければならない。 α£-α。ならば(12)式もしく

は(14)式から, α乙-αe-αとなる。ドーマー・モデルで

紘,このうちα-αCに対応する均衡条件が(7)式によっ

て示されている。したがってド-マ← ・モデルの条件は

均衡成長が極大成長であるための必要条件ではあるが,

必要充分条件とはなっていないことがわかる。以上が本

稿の前段の間是乱点である。

4.企業構造の分析

さてこれから本論に入る。まず企業の構造を規模別に

つぎのごとく分類する。

(1)大企業。ここでは完全自由競争が支配している

ものと仮定する。したがってすべての価格は与件である

と考える。

(2)下請企業。こ=,ではつぎに述べるように各種の

市場が考えられる。したがって価格は企業者の意志によ

って決定される場合と,そうでない場合とに分けられる。

(3)中小企業。前2着とは関係なく独立に経営が行

われるものとする。ただその生産要素は前2者の残余を

イ吏用しうるに過ぎない。

(A)大企業

大企業では労働,資本の調達は他の企業部門に優先し

て先き取りする。したがって一般モデノレでえられた結果

がそのままこの部門に適用される。この部門の諸変数を

添字1によってあらわすことにすれば,生産関数は(8)

式から

iWi Cii. Ci)
大企業の成長率α1は, (14)式から

α1=
wlα乙エ+%nα。ユ

yji+hn

(21)

(22)

がえられる。このα1の極大値がklを適当に選択するこ

とによってえられることは,前節で明らかにしたとおり

である。
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(B)下請企業

この部門の詔変数を添字2であらわす。まず生産関数

は

^2-/2 (^2, C2)　　　　　　(23)

であらわされる2)。しかしY2はこの部門にあっては一

定の大きさである。何となれば親会社からの注文量は

(1)の大企業によって指定せられるからである。そこで

下請企業がその利潤を極大ならしめる場合には,主とし

て労働の投入量と資本の投入量とを調節することが問題

となる。この際つぎの2つの場合を区別する。

(a)価稗が一定の場合

大企業からその納入価櫓が指定せられる場合は,その

生産金額pzYzは一定となり,この場合は費用を極小に

することだけが問題となる。この際さらに2つの場合に

ついて分析する必要がある。

(1)労働市場および資本市場が完全競争状態正ある

場合。下請企業の利用しうる労働市場と資本市場とが完

全競争状態にある場合であって,この際この工業部門に

おける賃金率W2および資本コストr2は一定である。こ

のときの費用極小の条件は大企業の場合と同様であり,

したがってその成長率は

α2 =ニ
竺写α乙え+ v2αcZ

^2-T '^2 ^2
(24)

となる。ここにM>2,r2,%はそれぞれ下請企業における

賃金率,資本コスト,資本装備率であり, αlzおよびαC,

はそれぞれこの部門の労働増加率および資本増加率であ

る。この場合, k2が変化することによってα2も変化す

るが,このときのα2の極大値は,第3節の一般的場合

に準じて存在することが証明できる。

(2)労働市場および資本市場が不完全競争状態にあ

る場合。この場合下請企業はその費用を極小にするよう

な賃金率と資本コストとを選択することができる。した

がって賃金率は労働投入量の関数であり,資本コストは

資本投入量の関数であると考えることができる。このと

きの費用極小の条件は

些_
dL, _W2(りL.,+1)

∂h r2(りr,+l)

砺~
ここに

(25)

2)以下の分析では生産関数の1次同次性が仮定せ

られるが,これと完全市場の条件とはまったく別の問

題であることを断っておく。
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(26

すなわち,ワwBは労働投入量に関する賃金率の弾力性,

恥は資本投入量に関する資本コストの弾力性であるO

そこでこの場合の成長率を求めてみると

α2
W2(り!>,+!)α..+r2(恥+1)*2α。2

W2(りサ,+l) +r2 (j?r,+l)ォ2

(27)

となる。 k2に関するα2の極大値が存在することの証明

は容易に行うことができるが,ここでは省略する。

(h)価樽が変化する場合

下請企業と大企業の問で,下請企業がその納入価樽を

大企業と交渉できる場合であって,この場合は生産金額

p2Y2のうち, Y2は一定であるが, p2は変化するから,

生産金額そのものは変化する。したがって利潤を極大な

らしめる余地がある。この場合もまた2つに分けること

ができる。

( 1 )労働市場および資本市場が完全競争状態の場合。

このときの利潤極大の条件は

r2怒　dC,　(28
となるが,この極大条件からは成長率を簡単な式であら

わすことは不可能である。

( 2 )労働市場および資本市場が不完全競争状態の場

合。この場合の利潤極大条件は

rzivr.+i)忠-W2{りWヱ+1)慧　(29)
となる。上式におけるりrSおよびTwBは(26)式で示す弾

力性である。この場合もまた成長率は簡単には求めるこ

とができない。

(C)中小企業

この部門においては諸変数を添字3であらわす。ここ

では労働投入量LSおよび資本投入量CSは,社会全体の

労働使用可能畳Lおよび資本使用可能量Cから,大企

業および下請工業の使用した残余として求められる。す

なわも

Z/3-i- (Zl+-L2)

cs-c-　Ci+c2
30

しかも過当競争の結果,製品の販売価格は一定の水準に

止まることが考えられる。これに対して,この部門に属

する労働市場は不完全競争市場を形成するものとし,こ

れとは反対に資本市場は完全競争市場を形成するものと

考える。そこで中小企業では,この場合の賃金率および

労働投入量ならびに資本投入量を調節して,利潤の極大

を図るものと仮定しよう。
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まず生産関数は

Y%-fs(-^3. C3) -fa(.Ij LL-L2, C-Ci-C2)

であらわされる。この場合にも,この生産関数は1次同

次性を仮定する。いまZ/i+-L2-Lァ,Cl+C2-^Oとおけば,

上式は

rs-/s (i-Zo, c-Co)

となる。そこでつぎの関係式は容易に求められるであろ

う。

∂f3 _ ∂fB

∂L3　∂Lo

∂fB _ ∂fS

∂C3　∂Co

/

/

∂L3　　∂fS

∂Lo　　∂Lo

∂fSM　∂f3

∂Cd　　∂Co

(31)

ただし,この段階では短期について考察しているため,

CおよびLは定数として取り扱っている。 (31)式の意味

するところはつぎのごとくである。すなわち,この部門

における労働および資本の限界生産力はそれぞれ大企業

およびその下請企業の労働および資本の増加につれてマ

イナスとなる,ということである。この場合の成長率は

3/3,-

8L。篇αca
α3

豊+k昔
さらに利潤の極大条件は

W3(りサ.+l) IS

∂fS　　　∂fa

dU　　　3 Ca

(33)式を(32)式に代入すれば

ws iv机+1) α '.,+hrsαC3
α3

W3 (ワW3十1) +Vs

(32)

(33)

(34)

ここにvw,-(L3/ws) (∂W3/∂L3)であり,労働投入量に関

する賃金率の弾力性をあらわす3)。ところで

dL3　d(L-Lo)L。　dL。Lo
αli r　　---~-Rm-

Lq Lq

αcS=
dC, d{C-Co)C。　ac。cq

Co C3　　On Cr,

がえられるから,これを(34)式に代入すれば

ws (V机+1) αl。十korαC。
α3==

(Ltl) w3(J7w.+ l)+
c

6;
-1 hn

35

(36

上式から,中小企業の成長率は大企業とその下請企業の

労働増加率および資本増加率によって影響を受け,また

両部門の資本装備率によっても影響を受けるが,中小企

業の労働増加率および資本増加率には関係がないことが

わかる。

3) (34)式は^3-fail's,C3)からも直接えられるo
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5.大企業と下請企業との関係

大企業と下請企業との関係をさらに明らかにするため

に,いま大企業の生産関数を. (21)式に代えて,次式と

する。

・,-/, (Lu C^ M,)　　　　　(37)

ここに〟は下請企業に発注する原材料の使用量をあら

わす。したがってCは∬以外のすべての資本投入量を

あらわすものとする。大企業においては,その製品市場,

労働市湯および資本市場において完全自由競争が行われ

るものと仮定するが,その原材料市場のうち,下請部分

については大企業の独占的状態にあるものとする。そこ

で大企業の利潤関数を考えてみると,それは

pIYl-wlLl-rlC1-mlMl　　　　　　(38)

となる。ここでPi,Wi,n,miはそれぞれ大企業の生産物

価格,賃金率,資本コストおよびMl単位あたりの価

樽であるが,このうちmlだけが大企業の利潤を極大に

するように決定せられ,他はすべて一定値をとる(38)

式の極大条件からMlおよびmlの値を求めると

Ml-M{pl, wu rj

mi-m(Pi, wl., rl)

となる。

つぎに下請企業では,大企業の使用するMlを生産す

ることになるから,その生産関数としては, (23)式の代

りに,つぎの式が適用される。

Ml-f2 (L2, C2)　　　　　　　　　　(41)

このような大企業と下請企業との関係のもとでは, Ml
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は大企業の利潤極大条件から決定されている。いまもし

下請企業の労働市場は不完全市場を形成し,資本市場は

完全自由市場を形成するものと仮定すれば,下請企業の

利潤関数

2>2-"M --W2i2 - r2^2　　　　　　　　　(42)

のうち　p2-mlはすでに大企業によって決定され, r2

も一定値をとるから,下請企業としては, W2とJJ2を調・,

節して利潤極大をねらうことにつとめるであろう。した

がって. (42)式のなかのVi^iは一定値であるから,利1

潤極大の問題は,費用極小の問題となる。この費用極小

の条件から

W2-¢ {Mlt r2)

がえられる。

ところで(39), (43)の両式から

∂W2M埠
∂wl　∂Ml

(43)

(慧告+警告+豊)+票告
上式において, r2とwlとは直接的な関係がないから,.

結局

忠-豊(慧忠+票監十豊　(44)
上式右辺の偏徽係数の正負について検討すれば,大企業:

の支払う賃金率wlの増減に対して,下請企業の支払う

賃金率W2の増減傾向がわかる。これがこの場合の主要

な結果であるが,同時にまた(44)式の示すところは,左ん

辺は大企業のパラメ-タ-の変動だけで決定せられると_

いうことである。


